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2012年2月

国公労連

【公務・公共サービスの拡充、「地域主権改革」反対】
ご通行中のみなさん、市民のみなさん、私たちは国の行政機関や独立行政法人、国立大学などで働く職員でつくる労働組合、○○県国公（○○地区国公）です。

みなさん。3月11日に発生した東日本大震災からまもなく1年を迎えます。しかし、いまだに多くの住民が避難所や仮設住宅での不自由な生活をおくっています。「二重ローン」対策などの有効な手立てが行き届かず、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(なりわい),生業)の再開が進みません。生活再建が展望できる就業先が見つからない中、失業給付も打ち切られています。野田首相は昨年12月、福島の原発事故の収束宣言をしましたがまったくのデタラメです。依然として放射能の放出がつづき、炉内の状況も把握できず、安定的な冷却システムも完成していません。徹底した除染や被害の完全賠償もほど遠く、非難させられた人たちは住み慣れた地に戻れるめどが立ちません。農林水産業や加工業などの再開、学校や病院などの公共施設の整備、道路や鉄道を復旧させることなど、被災者本位の復旧･復興のために政府がやるべきことはたくさんあります。
みなさん。この政府の責任を果たすために国の地方出先機関が重要な役割を担っています。大震災発生直後から、本省と出先機関が一体となって被災地の状況を把握し、いち早く全国からの応援派遣を行い、道路や港などの復旧、失業給付や労働災害などの対応にあたっています。全国統一的な専門性を持ち、実務に精通する者が全国各地の出先機関に常駐しているからこそ可能なことです。
しかし、民主党政権が進める「地域主権改革」では、国の出先機関を廃止して地方に移譲するとしています。昨年12月には、「広域的実施体制」という地方自治体をわざわざ新しくつくって、出先機関の事務をブロック単位で移譲することが確認されました。新しい自治体をつくること自体が非効率ですし、知事の寄り合いでは無責任です。「広域的実施体制」を構成する都府県の間で利害が一致しない場合の調整はどうするのでしょう？サービス提供の偏りなど住民に不利益が生じてしまいます。東日本大震災のような大規模災害時の対応はどうなるのでしょう？知事の寄り合いでは迅速な対応などできません。全国的な応援体制もすぐにはとれないでしょう。全国各地の国の出先機関があるからこそ、国の責任で生活の安全・安心が確保できるのです。

「地域主権改革」は、国の役割を外交や治安、金融、通商などに限定し、国民のためのナショナルミニマムや全国一律のセーフティーネットを確保する国の責任を地方に投げ打つものです。同時に民営化を進め、無料または低価格で利用できるはずの公共サービスを儲けの道具へと変質するものです。国の事務・権限とともに借金までが地方自治体に移管され、国から自治体への財政支援も無くされてしまいます。これでは、地方自治体の財政に応じてサービス水準が低下しますし、地域によって格差が生じます。生活に困窮する人がサービスを受けられなくなってしまいます。

いま求められることは、「構造改革」や「道州制導入」によりすることではなく、国と地方が共同して国民のいのちを守り安全・安心を確保することです。いま全国各地の市町村長から、国の出先機関の存続を求める声が大きくなっています。昨年末に総務省などへ地方整備局や経済産業局の存続を求める要望書を提出した「地方を守る会」へ参加する市町村長は300を超えました。岩手県や滋賀県、高知県、長崎県、熊本県、宮崎県などでも多くの市町村長が性急な廃止に反対を唱えています。
国民生活のためのナショナルミニマムや全国一律のセーフテフィネットは、国の責任で確保すべきです。国の出先機関、そして公務･公共サービスの体制・機能の充実を求める、私たちの運動にご理解とご協力をお願いします。
【賃上げ・雇用確保、公務員賃下げ阻止】
ご通行中のみなさん、市民のみなさん、私たちは国の行政機関や独立行政法人、国立大学などで働く職員でつくる労働組合、○○県国公（○○地区国公）です。

みなさん。1997年以降、国民の収入が下がり続けています。先進国の中では日本だけです。労働者の4割近くが不安定雇用で低賃金の「非正規」におかれ、年収200万円以下の労働者が4人に1人。家計消費が落ち込むなか、「シャッター通り」の商店街が日本各地で生まれ、地域経済が悲鳴をあげています。98年以降3万人を上回り続ける自殺者の4人に1人は「経済生活問題」が理由です。本当に異常事態です。
東日本大震災の被災地では、「二重ローン」対策などの有効な手立てが行き届かず、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(なりわい),生業)の再開が進みません。生活再建が展望できる就業先が見つからない中、失業給付も打ち切られています。徹底した除染や被害の完全賠償などの原発事故対応も進んでいません。いま最も求められることは生活苦に陥る国民の救済であり、東日本大震災からの被災者本位の復興です。
しかし政府は、財政難をことさらにあおりたて、「社会保障と税の一体改革」と称して消費税の増税と医療、介護、福祉、保育、年金など社会保障の改悪を進めようとしています。消費税増税の法案を3月末までに国会へ提出するとし、国民に負担を強いる前提条件として国家公務員の賃下げなどを行うとしています。言い換えれば、国家公務員の賃金を下げられると消費税が増税されるということです。
政府は商業メディア（マスコミ）を通じ、財政赤字の増加など日本社会の諸問題の根源が国家公務員にあるような「公務員バッシング」を続けています。しかし真っ赤なウソです。財政赤字の原因は公務員のせいではありません。自衛官を除く国家公務員の数は10年間で約54万人も減っているのに、国債発行残高は約200兆円も増えています。日本の労働力人口に占める公的部門職員（国家公務員、地方公務員、独立行政法人など公法人の職員）の割合は8％弱と先進諸国の中で最低です。「公務員バッシング」のネライは、みなさんの生活苦の不満を政府から公務員へとそらすものです。

みなさん。待ち受けているのは消費税増税だけではありません。公務員の賃金が下げられても民間会社にお勤めの方の賃金は上がりません。それどころか民間を含む626万人もの労働者に直接的に影響し、賃金も下がります。そのことで家計消費が2兆円、税収は4,200億円も減少してしまいます。景気回復にも震災復興にも逆効果です。直接の影響を受けない方でも、「公務員の賃金が下がったから」と賃下げの理由に使われてしまいます。

国の借金が増えつづけ、多くの国民の生活が苦しくなるばかりなのに、大企業はこの10年間で内部留保を100兆円近く積み増しし、266兆円もため込んでいます。すぐにでも使える手元資金は60兆円といわれています。莫大な内部留保は、下請け単価の切り下げや労働者の賃下げと非正規化、法人税減税や株主配当などへの優遇税制のおかげです。裏を返せば、このような大企業・富裕層への優遇が国の借金を増やしていると言えます。

国民を生活苦から救済し、東日本大震災からの被災者本位の復興を進めるためには、雇用と仕事の確保、賃上げと社会保障の拡充が必要です。そのことで内需中心の景気回復が望めます。大企業・富裕層へのゆき過ぎた減税や優遇措置を止め、軍事費など無駄な予算を削減して国民生活への富の再配分に充てるとともに、安全・安心な社会会保障制度の確立を求める、私たちの運動にご理解とご協力をお願いします。
【社会保障改悪、消費税増税反対】
　ご通行中のみなさん、市民のみなさん、私たちは国の行政機関や独立行政法人、国立大学などで働く職員でつくる労働組合、○○県国公（○○地区国公）です。

みなさん。野田民主党内閣は、年明けから消費税大増税へと暴走しています。1月4日、年頭の記者会見では「消費税増税は『大義』。あきらめずに実行する。3月末までに国会へ法案を提出する」と表明しました。

1月6日には、消費税の大増税とあわせ、社会保障を一体的に切り捨てる「社会保障と税の一体改革」素案を決定しました。「社会保障のためには消費税の増税が必要だ」といいながら、医療・年金など社会保障のあらゆる分野での改悪を行う計画です。

「社会保障と税の一体改革」素案では、来年度から年金支給額の大幅削減や、健康保険料・介護保険料をなどの値上げを行うことになっています。そして、来年度以降には、医療費の窓口負担の上乗せや年金支給開始年令の引き上げなどを、次々と実施に移す予定です。

消費税が10％になると、4人家族で年間16万円もの負担増です。消費税はそもそも、所得が低い人ほど負担が重い税金です。困難に直面している地域の中小商工業者の倒産を引き起こします。大震災からの生活再建にも大きな負担となります。地域経済が壊されてしまいます。
今年2月からは子ども手当が引き下げられます（1人あたり月額1.3万→1万円）。4月からは健康保険料の引き上げ（平均0.5％）、6月からは住民税の年少扶養控除廃止、10月からは厚生年金保険料の引き上げ（0.354％）も行われます。
昨年11月に成立した復興財源確保法によって、国民には所得税（2013年1月から25年間2.1％上乗せ）と住民税（2014年6月から10年間1人あたり年1,000円）で、合わせて8.1兆円もの増税が押し付けられます。一方、大企業には25年間で28兆円にものぼる減税です。
消費税の増税は、消費を冷え込ませ景気の後退を招きます。景気が上向いていた97年に消費税が引き上げられました（3％→5％）が、99年までの3年間で家計消費支出が2兆円も落ち込み、国内総生産（GPD）は19兆円も減少しました。98年度の公債発行額（借金）は当時の最悪を更新する34兆円に上りました。
国民には社会保障の削減と増税を押しつけ、大企業には減税です。国民には生活苦を強いて、国の借金も増やしておきながら、大企業は使い道がない内部留保を266兆円にまでため増ししています。富裕層・大企業への減税・優遇措置を見直し、軍事費の削減、原発推進予算や政党助成金の廃止が求められます。

国民への増税で景気を回復した国は世界のどこにもありません。アメリカ、ドイツ、デンマークなどでは富裕層への応分負担を求める税制改革が大きな流れです。OECD（経済協力開発機構）も貧富の差を是正するため、富裕層に増税すべきと各国政府に提言しています。
1月中旬に新聞各社が発表した世論調査結果でも消費税増税に反対が55％を超えています。社会保障の改悪と消費税など国民への増税に反対する私たちの運動にご理解とご協力をお願いします。
【ＴＰＰ参加反対】

ご通行中のみなさん、市民のみなさん、私たちは国の行政機関や独立行政法人、国立大学などで働く職員でつくる労働組合、○○県国公（○○地区国公）です。

みなさん。野田首相は昨年11月、APEC（アジア太平洋経済協力）首脳会合出席の直前に「TPP（環太平洋連経済携協定）の交渉参加に向けて関係国との協議に入る」と発表し、翌日の日米首脳会談ではTPP参加の方針を伝え、「すべての物品やサービスを貿易自由化交渉のテーブルにのせる」ことを表明したと伝えられています。現在、関係各国からの交渉参加の了承を得るための調整・協議が秘密裏に行われています。
　TPPとは、アメリカ、シンガポール、ブルネイ、チリ、ニュージーランド、オーストラリア、ペルー、ベトナムの8ヵ国と、輸入品に関税をかけないで済むようにしたり、輸入に際して満たすべき安全基準などを緩和する約束のことです。
関税とは、商品が国を出入りするときに掛けられる税金です。日本では国内産業を保護するため、輸入品だけに関税をかけています。関税がなくなれば輸入品を安く買えるから良いと思われるかもしれません。しかし、農林水産業をはじめ日本の産業が壊滅的な打撃を受けます。農林水産省の試算では、食料自給率が40％から13％にまで落ちるそうです。世界的には人口増大や不安定気候で食糧不足が心配されています。輸入ばかりに頼っていては、いざというときに困ってしまいます。

安全基準には、狂牛病対策での輸入牛の年令制限や、食料品への添加物、農薬の制限などがあります。こうした基準が緩和されては、国民の安全・安心を守れません。アメリカは日本に対して早速、牛肉をはじめとする農作物や自動車の安全基準緩和、郵政の完全民営化を求めてきています。関税だけの問題ではないのです。
　政府・財界・マスコミはTPPで輸出を増やして「アジアの成長をとりこむ」といいますが、うそっぱちです。参加国の中で市場規模が大きいのはアメリカだけです。その他の7ヵ国で増やせる輸出はたかが知れています。中国やインドが不在のTPPに参加する意義はありません。輸出を増やしたくてドル安にしているアメリカをはじめ、8ヵ国のえじきになりに行くようなものです。
　政府・財界・マスコミは「TPPに参加しないと世界から孤立する」「開国か鎖国か」とも喧伝しています。たったの8ヵ国しか参加していないのにそれはないでしょう。「アメリカの機嫌を損ねる」といっているに過ぎません。また、日本の関税率は世界トップレベルの低さで、十分に開国しています。関税撤廃だけでは不十分とされ、安全基準の緩和・撤廃を迫られるに違いありません。
　「モノ」だけの問題ではありません。「ヒト」も「カネ」も自由に行き来できるようにするのがTPPです。円高が問題となっている中、通貨価値が低い国から大量の労働者が入ってきます。そうなると日本の労働者の賃金はますます低下し、仕事を奪われて失業する人も大勢でてくるでしょう。これでは安い輸入品を買うこともできなくなってしまいます。
こんなに問題があるTPPですから、政府は国会などで「（交渉に参加するだけで）TPPへの参加が前提ではない」、「国益を損ねてまで参加するつもりはない」、「すべての物品・サービスを対象にするとは言っていない」と釈明しています。日本国民にとって何の良いこともないTPP参加に反対する私たちの運動にご理解とご協力をお願いします。
【軍事費削ってくらしに回せ】

ご通行中のみなさん、市民のみなさん、私たちは国の行政機関や独立行政法人、国立大学などで働く職員でつくる労働組合、○○県国公（○○地区国公）です。

みなさん。労働者の4割近くが不安定雇用で低賃金の「非正規」におかれ、年収200万円以下の労働者が4人に1人。国民の収入は97年をピークに下がり続け、家計とともに地域経済が悲鳴をあげています。98年以降3万人を上回り続ける自殺者の4人に1人は「経済生活問題」が理由です。

東日本大震災の被災地では、「二重ローン」対策などの有効な手立てが行き届かず、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(なりわい),生業)の再開が進みません。生活再建が展望できる就業先が見つからない中、失業給付も打ち切られています。徹底した除染や被害の完全賠償などの原発事故対応も進んでいません。いま最も求められることは生活苦に陥る国民の救済であり、東日本大震災からの被災者本位の復興です。そのためには大企業・富裕層に応能負担を課し、軍事費など無駄な予算を削減して国民生活への富の再配分に充てるとともに、医療、介護、福祉、保育、年金など安全・安心な社会会保障制度の確立が必要です。
しかし、来年度の政府予算案は、そうした国民の願いを反映していません。社会保障関係費を子ども手当や年金支給額の削減で2兆.3千円も減らしているのに、軍事費は520億円も増やして4兆8千億円としています。まだ使える潜水艦を1隻廃棄・購入するのに560億円、ヘリ空母１隻購入に1,200億円、次期主力戦闘機として不具合で完成していないF35を4機購入するとして600億円を計上しています。アメリカ軍には「思いやり予算」を含み、3年連続で7,000億円も支払うとしています。

1996年に「世界で最も危険な基地」といわれる普天間基地の全面返還が日米間で合意されました。この間のたたかいで県内移設を防いでいますが、民主党政府は2009年の政権交代で約束した「海外移転、少なくても県外移設」を反故にし、辺野古への移設を強行しようとしています。一昨年の知事選でも明らかなとおり、「普天間基地の県内移設は絶対反対」が沖縄県民の総意です。しかし政府は昨年末、アメリカからの圧力に応じて、辺野古の環境影響評価書を早朝4時に県庁守衛室に運び込むという異常な方法で沖縄県に提出しました。沖縄県民の総意を無視した暴挙です。断じて許されません。
政府はこれと同時に、「武器輸出三原則」を緩和し、戦闘機などの国際共同開発・生産に道を開くことを閣議決定しました。昨年11月には、南スーダンのPKO（国連平和維持活動）への陸上自衛隊の派遣も閣議決定しました。現地で望まれているのは軍事組織ではなく、農協技術や人材育成の支援です。自衛隊の海外展開の実績づくりを狙っているに他なりません。

政府は昨年10月、憲法調査会の委員を選任しました。生存権や幸福追求権などの基本的人権を国民から奪い「戦争ができる国」にするための憲法改変がネライです。また、消費税増税と社会保障削減のために「身を切る」として、衆議院の比例定数を削減するとしています。少数意見を国会から排除し、アメリカや財界に都合の良い国づくりを進めることがネライです。
米軍基地の維持や武器製造、自衛隊の海外派遣、憲法改変や議員定数削減では、国民生活が悪くなるばかりです。基本的人権を保障する憲法をくらしと行政に生かす、私たちの運動にご理解とご協力をお願いします。
【全法務】
私たちは、法務省で働く職員で構成する、全法務省労働組合です。法務局、保護観察所、入国管理局、少年院、それぞれの職場で法務行政を遂行しています。国民の安全・安心、権利や財産の保護、経済活動の基礎などを担う行政です。いくつか例を挙げて訴えをさせていただきたいと思います。

法務局の職場は、国の行政機関として、登記をはじめ戸籍・国籍・供託・訟務・人権擁護など国民の皆様の権利と財産を守り、国民一人ひとりの社会的基盤を支える行政を担っています。

法務局が取り扱っている不動産をはじめとした登記制度は、制度が発足してから100年以上、国が責任を持って行ってきた重要な制度です。国民の皆様の重要な財産である土地や建物などの不動産一つひとつについて、その所在・面積などの現況と所有者などの権利関係を法律にもとづき、登記官が適正に審査し登記するとともに公示しており、取引の安全をはかることを国が保証する信用制度となっています。

今般、東日本大震災という未曾有の事態が発生しました。大規模な地殻変動により土地の水平・垂直移動があり、加えて、大津波による家屋や構築物の流出により、広範囲にわたって土地の境界が不明となっています。大津波で流されてまっさらになっているとはいえ、登記そのものが法的効果を失っているわけではありません。

道路・河川・公共用地等のインフラの復旧・整備、官公署や民間人等の建物等の復旧や再建等においては、まず最初に土地境界の画定が必要になります。いま、被災地では、地殻変動等を原因とする土地境界の移動・不明の状況を調査し、法務局に備えられている地図や測量図等と照査の上、境界の復元作業が進められています。被災した建物についても、法務局において職権で滅失登記を行っています。これから復興が本格化してくれば、各種の登記事件が大幅に増えてきます。迅速に復興に向けた取り組みを進めていくためには、法務局の要員確保が必要となります。

保護観察所では、犯罪を犯してしまった人を、社会の中で更生させていく仕事をしています。少年による犯罪、少年でなくても執行猶予の着いた対象者、仮出所となった者などを、全国に約5万人ほどいるボランティアの保護司とともに処遇にあたっています。これらの者を適切に立ち直らせ、再犯の防止、ひいては犯罪の減少につなげていく仕事です。精神に障害のある者が犯罪を犯してしまった場合には、医療機関と連携して対処にあたる、医療観察制度が6年前に施行され、保護観察所には社会復帰調整官が配置されるようになり、着実に実績を上げています。高齢・障害等によって自立が困難な刑務所出所者等への対応については、入所中から厚生労働省と連携し、出所後の生活環境の調整を行う業務もしています。薬物事犯に対しては、民間のNPO法人とも協力して対処しています。このように、犯罪を犯してしまった人といってもそれぞれのケースは単純でなく、多様化していく中で、新たな施策が次々と生まれてきています。

現在、国会に刑法の一部改正法案が提出されています。3年以下の懲役の判決の場合、これまでは全部実刑か、全部執行猶予のどちらかとなったわけですが、今回の刑法改正では、その中間ともいえる一部実刑、一部執行猶予という判決が出せるような改正です。一部執行猶予期間は保護観察をつけることができ、法案が成立した場合、保護観察事件が大幅に増えることが予測されます。保護観察官は全国で約1,300名です。円滑な更生保護行政のためには、大幅な増員が必要です。

このように、登記にしても保護観察にしても、国民生活を下支えしている地味な業務といえるでしょう。常にニュースとして取り上げられるような仕事ではありません。しかし、地味なだけに、国がその責任においてしっかりと果たしていかなければならない行政です。それが停滞してしまっては、国民生活の根底が崩れてしまうことになります。わたしたちは国民生活に支障をきたさないよう、日々職務に励んでいますが、皆さん、ぜひ職場の実態をご理解いただき、要員確保等のわたしたちの訴えにご協力をお願いします。
【全労働】
私から、労働者の権利を大きく脅かす動きに関わって、発言したいと思います。

一つは、地域主権改革について、です。多くの国民は、言葉の響きから、これに漠然とした支持を与えているようです。しかし、その中身を子細に見ていくと、働く者の権利等に及ぼす様々な問題点が浮かんできます。

労働行政に関しては、この間、労働基準監督署やハローワークの地方移管が焦点となりました。そこには、地方移管の後、これらの機関を廃止したり、民間委託してしまうシナリオが見はっきりしています。

こうした働く者のセーフティネットを乱暴に扱う議論に対して、労働者、経営者といった労使関係の当事者、さらに労働に関わる専門家から、相次いで反対の意見が表明されています。

次に、行政体制について、です。労働行政の職場において、この5年間で1,300人以上の削減、加えて、次年度は250人余りの削減があり、政府の重点施策である雇用対策が十全に進められない矛盾を深めています。さらに、「新規採用抑制方針」が定められ、行政の運営に深刻な影響を及ぼすばかりか、新卒者の就職先を狭める点でも重大な問題です。

この間、東日本大震災への対応にあたり、被災地の職員はみずから被災しながらも、不眠不休で多くの被災者の対応を行いました。また、全国の職場からも、岩手、宮城、福島へ職員の応援派遣を行いました。

このように、労働行政が総力を挙げて復旧・復興の支援を行っている中、政府が真に行うべきは、国が責任をもって労働行政を運営することであり、定員を削減することではありません。国民・労働者の権利を十全に保障すべく、国の責任による労働行政とその拡充が必要であり、この点を強調して訴えたいと思います。

　2012年春闘では、「雇用と仕事の確保、賃金の底上げ、社会保障拡充で安心社会を」がスローガンとして掲げられています。低迷を続ける雇用情勢の中、労働行政に求められる役割は大きく、体制の充実が必要不可欠です。そのためにも、多くの方々と連帯し、情勢を根底から転換していく運動が求められていると感じます。力を合わせて、ともにがんばりましょう。
【全医労】
ご通行中のみなさん、私たちは、国立病院で働く職員の労働組合です。

　国立病院（国立高度専門医療研究センター８病院、国立病院機構144病院、ハンセン病療養所13園）は、国内最大の全国ネットワークを有しており、がん・循環器などの高度医療や研究とともに、重症心身障害、筋ジストロフィー、結核･感染症、精神医療、災害医療、へき地医療など、民間では困難な分野を担い、地域医療においても重要な役割を果たしています。

東日本大震災の被災地・東北地方は震災前から、医師不足や病院の統廃合等により医療過疎が問題となっていました。全国の国立病院からは、災害派遣医療チームや医療班など1500人を超える職員が派遣されましたが、被災地の地域医療の再建は緊急の課題です。あわせて、東日本大震災の教訓もいかし、大規模災害から国民のいのちを守るためのために、災害拠点病院などの新たな機能付けを含めて、全国ネットワークをもつ国立病院の機能強化を図ることが求められています。また、福島原発事故の問題では、長期間にわたる放射線対策、住民の健康管理についても国が責任をもって対応する必要があります。

しかし、｢小さな政府｣「公務員削減」を強引に推進する政府は、国立病院についても、民営化や再編「合理化」の検討を進め、人件費削減や運営費交付金削減を押し付けています。

東日本大震災では、あらためて、公的医療機関の役割や国立病院の全国ネットワークの重要性が明らかになったにもかかわらず、国立病院の診療にかかわる交付金は、結核や救急医療、産科・小児科などの不採算医療を含めて、ゼロ査定です。また、東日本大震災で被災した病院の整備に対する予算も確保されていません。

救急患者の受け入れ先が確保できない、地元で安心してお産ができないなど、医療崩壊が深刻な社会問題となっています。そもそも日本の医師・看護師は、欧米諸国に比べて数分の１と少なく、医療の複雑・高度化に追いつかない人員体制で、医師や看護師の過労死さえ起きています。厚生労働省も看護師の職場環境を改善しなければ、医療体制や医療の安全も確保できないと、５局長が連名で通知「看護師等の『雇用の質』の向上のための取り組みについて」を出しています。いま、公務員賃金削減が声高に叫ばれていますが、こうした状況の中で、病院職員の賃金が大幅削減されるようなことがあれば、ますます人材確保が困難になり、地域医療を支える病院の運営にも支障を来たします。

国立病院では、長期に人工呼吸器を使用するなど手厚い看護が必要な患者さんが多数入院されていますが、夜間はわずか看護師２人で約50人の患者さんの看護にあたる病棟も少なくありません。安全・安心の医療・看護の実現のために、医師・看護師などの増員がどうしても必要です。

また、東日本大震災では、電気士やボイラー技士等ライフラインの維持・管理や給食部門など、病院運営を支える医療職以外の職員の重要性も浮き彫りになりました。公務員削減一辺倒の施策をあらため、病院運営を支える人員を確保することが必要です。

いのちや暮らしにかかわる公共部門を乱暴に切り捨てることは、財政再建どころか、犠牲になるのは国民生活です。

いつでも・どこでも・だれでも安心して医療を受けられる体制の確立は、国民の切実な要求です。

私たちは、国立病院の廃止や民営化ではなく、全国ネットワークを持つ国立病院を国民のいのちを守る砦として充実強化し、被災地の医療再建、国民医療の充実のために役立てることを求めています。

地域医療と国立病院の充実・強化を求める運動にぜひ、ご理解とご支援をお願いします。
